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①

  及び当年度利益剰余金処分額6,653,541円で補てんした。

地 方 公 営 企 業 法
第 ２ ６ 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額

他 会 計 補 助 金

区　　　分

第９項

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　算

小   計

第２項

貸 付 返 還 金

第６項

当初予算額

第１項 企 業 債

補正予算額

第４項

負 担 金

予 備 費
第７項

第６項

第５項

貸 付 金

投資その他資産

企業債償還金

支 出

第８項 その他資本的収入

流　用
増減額

第１款 資 本 的 収 入

区 分

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

△5,000,000

当 初 予 算 額

営 業 費 用

特 別 損 失
第３項

第１項

第２項

△32,065,000

予 備 費
支 出 額

第１款
下水道事業費用

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　算

流    用
増 減 額

当 初 予 算 額

支 出

区 分
補正予算額

営 業 収 益

第３項 特 別 利 益

地 方 公 営 企 業 法
第２４条第３項の
規定による支出額

第１款 下 水 道 事 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

第１項

　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　算

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

　(注) 資本的収入額が資本的支出額に不足する額947,482,274円は、当年度分消費税及び地方消費税収支

令 和 ４ 年 度 泉 大 津 市

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

区 分 地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ４ 条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る 支 出 額
に 係 る 財 源 充 当 額

小 計

補 正 予 算 額

補 助 金

営業外費用

第４項
予 備 費

　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　算

小 計
地方公営企業法第２６
条の規定による繰越額
に 係 る 財 源 充 当 額

第５項

第１款
資 本 的 支 出

第１項
建 設 改 良 費

予備費
支出額
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うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

　　調整額15,414,580円、過年度分損益勘定留保資金28,966,359円、当年度分損益勘定留保資金896,447,794円

（単位：円）

うち、仮払消費税及び地方消費税

備     考

下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

△ 175,593

（単位：円）

（単位：円）

継 続 費
逓 次
繰 越 額

地 方 公 営 企 業 法
第 ２ ６ 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額

合 計合 計
決 算 額

うち、仮払消費税及び地方消費税

（単位：円）

　　　　額

継 続 費 逓 次
繰 越 額

地方公営企業法第
２ ６ 条 第 ２ 項 の
規定による繰越額

合 計
不 用 額

地方公営企業
法 第 ２ ６ 条
第２項の規定
による繰越額

　　　額
決　算　額

　額

決 算 額
合 計

不 用 額

翌　年　度　繰　越　額

継 続 費 逓 次 繰 越 額
に 係 る 財 源 充 当 額 合 計

　　　　　　　　　額

決 算 額

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

△ 16,794,796

△ 39,045,755

備　　　考

△ 1,000

備　　　考

予算額に比べ
決算額の増減

備　　　考

△ 783,915,280

△ 488,100,000

△ 295,055,000

△ 10,765,240
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１

２

　

３

４

他 会 計 補 助 金

当年度未処分利益剰余金

長 期 前 受 金 戻 入

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 営 業 外 費 用

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

流 域 下 水 道 管 理 費

雑 収 益

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

普 及 促 進 費

営 業 費 用

総 係 費

営 業 損 失

他 会 計 負 担 金

管 渠 費

②　令 和 ４ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書 

営 業 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

（ 令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで ）

（単位：円）

下 水 道 使 用 料

ポ ン プ 場 費

営 業 外 収 益

業 務 費
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③　令 和 ４ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

　 剰      　余 

資　   本   　剰   　余 

受贈財産
評価額

受益者負担金
他会計
補助金

国庫補助金

前年度末残高

前年度処分額

当年度変動額

当年度末残高

④　令 和 ４ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書（案）
（単位：円）

当年度末残高

△ 172,433,910

△ 165,780,369

△ 6,653,541

(繰越利益剰余金)

処分後残高

資  　本
剰 余 金

未処分利益
剰　余　金

資　本　金

当年度純利益

資　本　金

減債積立金への積立

条例による処分額

議会の議決による処分額

条例による処分額

処分後残高

議会の議決による処分額

資本金への組入
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（単位：円）

    金

府補助金
資本剰余
金合計

建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余
金合計

(前年度繰越利益剰余金)

(当年度未処分利益剰余金)

資 本 合 計
利　益　剰　余　金

       金
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（単位：円）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

　

イ

ロ

固 定 資 産

流 動 資 産

流動資産合計

△ 1,933,418

資 産 合 計

投資その他資産合計

現 金 預 金

未 収 金

貸倒引当金

投 資 そ の 他 資 産

施 設 利 用 権

有形固定資産合計

無形固定資産合計

無形固定資産

長 期 貸 付 金

基 金

車両及び運搬具

構 築 物

建 設 仮 勘 定

減価償却累計額

減価償却累計額

固定資産合計

工具、器具及び備品

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

　　⑤　令 和 ４ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 貸 借 対 照 表
（ 令 和 ５ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

有形固定資産

建 物

土 地

△4,669,432,456

減価償却累計額

△32,382,941,541

△ 1,356,443,975

△ 3,902,376

△ 1,235,680
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イ

イ

イ 賞与等引当金

イ 長期前受金

収益化累計額

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

受贈財産評価額

繰入金

未 払 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金 合 計

固 定 負 債

負　　　債　　　の　　　部

充 て る た め の 企 業 債

建設改良費等の財源に

建設改良費等の財源に

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

充 て る た め の 企 業 債

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

固定負債合計

負 債 合 計

繰延収益合計

企 業 債

△16,755,345,379

引 当 金

流動負債合計

長期前受金

預 り 金

資本剰余金合計

剰 余 金 合 計

国庫補助金

資本剰余金

受益者負担金

剰 余 金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

府補助金

繰 延 収 益

資 本 金

利益剰余金
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　８年～５０年

構築物　１５年～５０年

機械及び装置　１０年～３０年

車両及び運搬具　４年～６年

工具、器具及び備品　４年～１５年

ロ．無形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

施設利用権　５０年

（２）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなってい

るため、退職給付引当金は計上していない。

ロ．賞与等引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支

払に備えるため、当事業年度末における支給見込額等に基づき、当事

業年度の負担に属する額を計上している。

ハ．貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

注注　　　　　　記記
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２．貸借対照表関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま

れる額は１１，３５５，７４５千円である。

３．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

重要な非資金取引の内容

当年度、受贈財産として受け入れた資産の額は１７９，６４３，７８０円である。

４．セグメント関連

本市公共下水道事業は、単一セグメントであるため、記載を省略している。

５．その他

（１）賞与等引当金の取り崩し

　　　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福

　　利費の支払いに充てるため、賞与等引当金６，１５８，０５４円を取り崩した。

（２）貸倒引当金の取り崩し

　　　当事業年度末において、未収使用料収益及び未収受益者負担金の不納欠損に

　　よる損失が生じたため、貸倒引当金１，４１５，３９２円を取り崩した。
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１．概　　　　要

（１）総　括　事　項

（イ）　業　務　状　況

（ロ）　建　設　事　業　の　状　況

（ハ）　財　政　状　況

① 　収益的収支（消費税抜き）

の純利益を計上することになった。

② 　資本的収支（消費税込み）

留保資金896,447,794円及び当年度利益剰余金処分額6,653,541円で補てんした。

収支調整額 円、過年度分損益勘定留保資金 円、当年度分損益勘定

⑥ 令 和 ４ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 報 告 書

ある。また、事業費用については、 円で前年度（ 円）に比較

円（ ％）増加した。これは雨水処理に要する一般会計負担金の増により

前 年 度 円 ） で あ っ た 。 一 方 、 資 本 的 支 出 は 円 で

本年度における資本的収入は 円で前年度（ 円）に

前年度（ 円）に比較して、 円（ ％）増加した。

負 担 金 円 （ 前 年 度 円 ） 、 他 会 計 補 助 金 円

比較して 円（ ％）減少した。主な内訳は、企業債 円

（前年度 円）、国庫補助金 円（前年度 円）、

人減少した。その結果、本年度の普及率は前年度と同水準の となり、

また、水洗化率は となり、前年度 に比べ 向上した。有収水量

営業収益が 円の増収、営業外収益が 円減収したことによるもので

人減少した。水洗化人口については、 人で前年度 人 に比べ

は 、 ㎥ で 前 年 度 ㎥ に 比 べ ㎥ の 減 少 と な っ た 。

本年度における総収益は、 円で前年度（ 円）に比較して

ことによるものであり、収支差し引きでは 円（前年度 円）

円増加、営業外費用が企業債償還金利子の減により 円減少した

その内訳は建設改良費 円（前年度 円）、企業債償還金

1,812,119,710円（前年度1,876,350,565円）であった。

なお、資本的収支の不足額 円については、当年度分消費税及び地方消費税

して 円（ ）増加した。これは、営業費用が減価償却費の増などで

本年度末の処理区域内人口については、 人で前年度 人 に比べ

また、流域下水道建設費負担金として、南大阪湾岸南部流域下水道等の建設費

機械設備や電気設備の更新など、委託料708,230,000円で実施した。

及び市内管渠布設工事を 円で実施した。また、ポンプ場更新工事では、

建設改良事業については、管渠布設工事では、フェニックス地区整備工事

の一部28,838,070円を負担した。
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(２)　経　営　指　標　に　関　す　る　事　項　

<経営指標の推移＞

％ ％ ％ ％ ％

令和２年度から地方公営企業法を適用したため、令和元年度以前の数値は記載していない。

(３)　議　会　議　決　事　項　

(４)　職　員　に　関　す　る　事　項　

現在員 ９人 （令和５年３月３１日）（　　）兼任

人 人 人 人 人 人 人 人 人

２

２

課長･参事 課長補佐 総務係 事業係
会計年度

任用職員

下 水 道 課
合　計

１
（１）

１

１
（１）

１

３

理　事 次　長

３

２

２

（１）
４

５

（１）
９

48.2

0.0

令和４年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、前年度に比べ、

0.4ポイント増の107.1％となり、健全経営の水準とされる100％を上回っている。また、使用料で回収

の115.4％となり、汚水処理費用が使用料で賄えている状況を示す100％を上回っている。 一方、

すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを示す経費回収率は、前年度に比べ、0.8ポイント増

償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前年度に比べ1.4ポイント

115.8

49.6

0.0-

-

-

- 46.9

105.2 106.7

114.6

平成30年度 令和元年度

-有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率

令和 ２年度

-

計

技術職員

事務職員

区分

職名

令和３年度泉大津市下水道事業会計決算認定の件 令和4年9月7日

部　長

議決年 月日

議案第２２号 令和５年度泉大津市下水道事業会計予算の件 令和5年2月20日 令和5年3月16日

令和4年9月26日

報告第　８号

令和 ３年度

令和３年度泉大津市下水道事業会計予算の繰越しの件 令和4年6月15日 令和4年6月16日

管 渠 老 朽 化 率

番 号 件　　　　　　　　　　　名 提出年月日

- 0.0

更新需要に備え、現在の経営状況を維持しつつ、継続的に健全な下水道経営に努める。

令 和 ４ 年 度

認定第  ３号

増の49.6％、管渠老朽化率は、本市の下水道施設は経過年数が50年に満たないため0となって

いる。これらは将来の施設の改築や更新の必要性が比較的高いことを示していることから、

経 常 収 支 比 率

経 費 回 収 率

- 107.1

115.4
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着 工 年 月 日

委 託 料 請負工事費 計 竣 工 年 月 日

管渠布設工事 円 円 円
φ200~250㎜ 190ｍ 令和4年6月6日
φ350~800㎜ 95ｍ 令和5年7月28日予定
φ1,350㎜ 29ｍ
φ1,800㎜ 150ｍ

管渠布設工事 令和4年9月26日

φ200㎜ 262ｍ 令和5年2月28日

令和4年5月19日
739㎡ 令和4年10月31日

726ｍ

739㎡

耐震工事 1式 令和3年5月28日

電気設備工事 1式 令和6年3月31日予定

機械設備工事 1式

着 工 年 月 日

竣 工 年 月 日

円

工　事　費

令和4年4月1日
令和5年3月31日

管渠等補修工事

工　事　区　分 件数

２．　工　　　　事

　(１) 建 設 改 良 工 事 の 概 況   

合　　　　　　計

舗装復旧工事

小松雨水ポンプ場更新工事

下水道管渠布設工事

合　　　計

　(２) 保 存 工 事 の 概 況   

区
分

管
渠
費

工 事 費

管
渠
整
備
費

フェニックス
地区整備工事

区
分

工 事 区 分 件 数 工 事 内 容

管渠、公共桝、取付管等の補修工事

工　事　内　容

ポ
ン
プ
場
整
備
費

小　  　計

舗装復旧工事

小　  　計

−16− −17−



３．　業　　　　務

(１) 業　務　量

人 人

人 人

％ ％

人 人

人 人

％ ％

世帯 世帯

㎥ ㎥

(２) 事 業 収 入 に 関 す る 事 項

1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

1．

2．

4．

2．

1．

2．

4．

5．

水 洗 化 率

水 洗 化 世 帯

年 間 有 収 水 量

（ D ）

（ C ）

年 度 末 整 備 済 人 口

普 及 率

（ B ）

処 理 区 域 内 人 口

水 洗 化 人 口

令和５年３月３１日現在 令和４年３月３１日現在区　　　　　分

行 政 区 域 内 人 口

雑 収 益 △ 30,559,587 △ 60.8

計

△ 34,027,839

営 業 外 収 益

△ 5.4

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

△ 0.3

△ 82.5

他 会 計 補 助 金

△ 3,608

△ 4,057,034

他 会 計 負 担 金

その他の営業収益

下 水 道 使 用 料

営 業 収 益

年　度 本 年 度 前 年 度 対前年度との比較増減

区　分 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額 率

△ 0.3△ 3,044,762

−16− −17−



(３) 事 業 費 用 に 関 す る 事 項

1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

1．

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

2．

1．

2．

△5,401,989

年　度

2,413,715,982 2,396,045,139

△ 12.2

計

△4,368,584

率金　　　　　額 構　成　比

△6,797,111 △28.2

前 年 度 対前年度との比較増減

営 業 費 用

区　分 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額

本 年 度

－ －

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

△ 2.1△ 8,553,179

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

その他営業外費用

営 業 外 費 用

流域下水道管理費

支払利息及び企業債取扱諸費 △42,053,974

皆増

△ 2.8

△ 28.5
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　　(ロ)　一　時　借　入　金

  他会計からの補助金等特定収入の判定を要する不課税収入の使途

円 円 円

本 年 度 最 高 借 入 残 高

円 円

金　　額

㈱ 南 都 銀 行

４．　会　　　計

　企業債及び一時借入金の概況

　　(イ)　企　　業　　債

大 阪 府

財 務 省 円

地方公共団体金融機構

前 年 度 末 残 高

円

本 年 度 末 残 高

計

㈱ 池 田 泉 州 銀 行

㈱ 三 井 住 友 銀 行

㈱ り そ な 銀 行

大阪府市町村振興協会

大 阪 信 用 金 庫

日本郵政公社 簡易生命保険資金

円 円円

借  入  先 前 年 度 末 残 高 本 年 度 借 入 高 本年度償還高 本年度末残高

営業外収益 他会計補助金

５．　そ　の　他

合　　　　　計

区　　　　分

資本的収入 他会計補助金 他会計補助金

収益的収入

使　途　の　特　定

課税仕入以外に充当
（特定収入以外）

課税仕入に充当
（特定収入）

営業収益 雨水処理負担金
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⑦　固　定　資　産　

　　(１)　有　形　固　定　資　産　明　細　書

　　(２)　無　形　固　定　資　産　明　細　書

計

円円

資 産 の 種 類

施 設 利 用 権

当 年 度 増 加 額

円

年度当初現在高 当 年 度 減 少 額

工具、器具及び備品

円

年度末現在高
当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

円 円

資産の種類

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車両及び運搬具

建 設 仮 勘 定

計

年度当初現在高

円
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明  細　書

円 円

当 年 度 減 価 償 却 高 年 度 末 現 在 高

年度末償却未済高
当年度増加額 当年度減少額 累　　　　　計

円 円 円 円

減 価 償 却 累 計 額

−20− −21−



⑧　　　企　　　業　　　債　　

公共下水道（特別分） 平成 円 円 円

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 臨 時 特 利 分 ）

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 臨 時 特 利 分 ）

流域下水道事業

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 特 別 分 ）

公共下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 臨 時 特 利 分 ）

流域下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 特 別 分 ）

流域下水道事業

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
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明　　　細　　　書

円 円 ％ 令和 財 務 省

財 務 省

財 務 省

財 務 省

日本郵政公社 簡易生命保険資金

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

大 阪 府

財 務 省

財 務 省

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利 率 償還終期 借 入 先
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公共下水道事業 平成 円 円 円

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
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円 円 ％ 令和 財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

大 阪 府

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

大 阪 府

大 阪 府

大 阪 府

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先
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公共下水道事業 平成 円 円 円

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

公共下水道事業

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

公 共 下 水 道 事 業 （ 府 貸 借 換 債
大 阪 府 振 興 協 会 特 別 貸 付 金 ）

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

流域下水道事業

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
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円 円 ％ 令和 財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

日本郵政公社 簡易生命保険資金

日本郵政公社 簡易生命保険資金

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

日本郵政公社 簡易生命保険資金

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

大阪府市町村振興協会

財 務 省

地方公営企業等金融機構

地方公営企業等金融機構

地方公営企業等金融機構

財 務 省

財 務 省

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先
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公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

平成 円 円 円

公共下水道事業

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

資本費平準化債

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

公共下水道事業

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
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円 円 ％ 令和 地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

三 井 住 友 銀 行

地方公共団体金融機構

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先
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流域下水道事業債 平成 円 円 円

資本費平準化債

公 共 下 水 道 事 業
（ 公 営 企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（ 公 営 企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（ 公 営 企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（ 公 営 企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

下 水 道 借 換 債 資 本 費
平 準 化 債 及 び 特 別 措 置 分 ）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

公共下水道事業

流域下水道事業

下 水 道 事 業
資 本 費 平 準 化 債

下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債）

公共下水道事業 令和元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

−30− −31−



円 円 ％ 令和 地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

三 井 住 友 銀 行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

池 田 泉 州 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先

−30− −31−



流域下水道事業 令和元. 5.30 円 円 円

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業

流域下水道事業

下 水 道 事 業
資 本 費 平 準 化 債

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

下 水 道 事 業
資 本 費 平 準 化 債

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

−32− −33−



円 円 ％ 令和 大 阪 信 用 金 庫

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

り そ な 銀 行

り そ な 銀 行

三 井 住 友 銀 行

三 井 住 友 銀 行

三 井 住 友 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

南 都 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

三 井 住 友 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

三 井 住 友 銀 行

南 都 銀 行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先

−32− −33−



下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債） 令和 円 円 円

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

合　　　計

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
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円 円 ％ 令和 三 井 住 友 銀 行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先

−34− −35−



(単位：円)

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

資産減耗費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

賞与等引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息及び配当金

支払利息

預り金の増減額（△は減少）

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

　　　　　　　　小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

受益者負担金等による収入

基金への積立てによる支出

基金の取崩し等による収入

貸付による支出

貸付の回収による収入

一般会計及び他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

△ 26,216,429

63,804,553

674,180,157

286,119,000

△ 44,516,470

992,600,000

426,018,662

△ 952,415,045

8,333,397

1,290,054,842

765

1,592,243,961

△ 636

△ 302,189,884

△ 1,812,119,710

△ 824,536

460,435,000

△ 819,519,710

123,757,216

824,407

248,161,495

⑨　令和４年度泉大津市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（ 令和 ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ５ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

△ 1,131,054

△ 592,311,122

279,496,037

172,433,910

△ 765

302,189,884

2,225,664

1,413,430,513

250,608

7,326,889
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⑩　　参  　考 　 資 　 料

（注）

本文中

「法２４－３による支出額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額」。

「法２４－３財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額に係る財源充当額」。

「法２６による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額」。

「法２６財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額に係る財源充当額」。

「法２６－２による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額」。

「継続逓繰財源充当額」とあるのは、「継続費逓次繰越額に係る財源充当額」である。

−36− −37−



令和４年度泉大津市下水道

（１）収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 法24-3財
源充当額 合　　計

　1　下水道事業収益 2,705,357,000 2,705,357,000

　1　営業収益 1,318,673,000 1,318,673,000

1 下水道使用料 1,143,981,000 1,143,981,000

2 他会計負担金 174,556,000 174,556,000

4 その他営業収益 136,000 136,000

　2　営業外収益 1,386,683,000 1,386,683,000

1 14,000 14,000

2 他会計補助金 794,908,000 794,908,000

4 長期前受金戻入 591,760,000 591,760,000

5 雑収益 1,000 1,000

　3　特別利益 1,000 1,000

2 過年度損益修正益 1,000 1,000

2,705,357,000 2,705,357,000

受取利息及び
配当金

目

収　益　合　計

区　　　　分 予　　　算　　　額

−38− −39−



事業決算報告書明細

単位（円）

予 算 現 額 決　算　額

2,688,562,204 △ 16,794,796 102,412,312

1,279,627,245 △ 39,045,755 100,438,609

1,104,824,749 △ 39,156,251

1 下水道使用料 1,143,981,000 1,104,824,749 100,438,609

174,556,000 0

1 他会計負担金 174,556,000 174,556,000

246,496 110,496

1 手数料 136,000 246,496

1,408,934,959 22,251,959 1,973,703

765 △ 13,235

2
その他受取利
息及び配当金

14,000 765

794,908,000 0

1 他会計補助金 794,908,000 794,908,000

592,311,122 551,122

1 長期前受金戻入 591,760,000 592,311,122

21,715,072 21,714,072

1 雑収益 1,000 21,715,072 1,973,703

0 △ 1,000

0 △ 1,000

1
過年度損益修
正益

1,000 0

2,688,562,204 △ 16,794,796 102,412,312

(款）　　１　下水道事業収益 （項）　　　１　　営業収益

節
うち、仮受消費税
及び地方消費税

費　　目
決  算  額

予算額に比べ
決算額の増減

−38− −39−



支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

１ 下水道事業費用 2,542,506,000 0 0 2,542,506,000

1 営業費用 2,140,915,000 △ 32,065,000 2,108,850,000

1 管渠費 36,394,000 △ 13,252,294 23,141,706

2 176,273,000 2,645,606 178,918,606

目

ポンプ
場費

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

2,542,506,000 2,500,683,714 41,822,286 51,321,347

2,108,850,000 2,071,510,663 37,339,337 51,312,107

23,141,706 18,997,692 4,144,014 1,714,071

12 備消品費 98,000 46,772 4,252

13 材料費 379,000 0

17 燃料費 34,000 27,262 2,479

20 修繕費 8,800 8,800 800

23 通信運搬費 15,000 13,675 1,243

25 委託料 18,405,706 15,335,100 1,394,100

26 賃借料 10,000 4,413 397

29 保険料 191,200 142,870

30 工事請負費 4,000,000 3,418,800 310,800

178,918,606 164,818,935 14,099,671 13,879,375

1 給料 8,946,812 5,209,265

2 手当等 5,399,000 3,668,681 23,532

3
賞与等引当金繰
入額

1,550,000 858,000

4 法定福利費 3,210,000 1,820,034

12 備消品費 446,000 261,080 23,731

15 光熱水費 2,083,000 1,851,798 168,322

16 動力費 18,165,294 17,466,799 1,587,793

20 修繕費 3,885,000 205,150 18,650

23 通信運搬費 827,000 717,247 65,193

24 手数料 53,000 41,100 3,736

25 委託料 133,435,000 131,872,650 11,988,418

29 保険料 291,500 220,855

32 負担金 627,000 626,276

(款）　　１　　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節

−40− −41−



支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

目

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

3 18,702,000 125,500 18,827,500

4 業務費 56,647,000 56,647,000

5 総係費 77,104,000 416,188 77,520,188

普及促
進費

−42− −43−



単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節

18,827,500 13,848,506 4,978,994 312,687

１ 給料 5,426,293 4,051,078

2 手当等 4,152,000 2,393,161 12,744

3
賞与等引当金繰
入額

1,200,000 760,000

4 法定福利費 2,320,000 1,787,240

7 報酬 1,473,707 1,473,707

9 報償費 84,230 83,810

11 旅費 87,000 85,440 7,763

12 備消品費 10,000 0

19 印刷製本費 196,000 109,100 9,918

23 通信運搬費 157,770 145,200 13,192

25 委託料 398,000 397,430 36,130

26 賃借料 2,562,500 2,562,340 232,940

34 助成金 760,000 0

56,647,000 56,546,855 100,145 5,140,623

1 委託料 56,647,000 56,546,855 5,140,623

77,520,188 70,344,934 7,175,254 611,145

. 1 給料 14,303,188 14,303,188

2 手当等 8,796,000 7,586,558 21,947

3
賞与等引当金繰
入額

2,790,000 2,759,000

4 法定福利費 5,271,000 5,080,858

7 報酬 1,900,000 1,880,036

11 旅費 356,000 257,220 23,374

12 備消品費 51,000 35,162 3,192

19 印刷製本費 96,000 83,800 7,618

23 通信運搬費 21,000 0

25 委託料 10,423,364 4,950,088 450,008

26 賃借料 879,636 879,636 69,036

29 保険料 33,000 32,918

32 負担金 30,458,970 30,458,970 2,198

33 研修費 475,030 371,500 33,772

36
貸倒引当金繰入
額

1,666,000 1,666,000

(款）　　１　　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節

18,827,500 13,848,506 4,978,994 312,687

１ 給料 5,426,293 4,051,078

2 手当等 4,152,000 2,393,161 12,744

3
賞与等引当金繰
入額

1,200,000 760,000

4 法定福利費 2,320,000 1,787,240

7 報酬 1,473,707 1,473,707

9 報償費 84,230 83,810

11 旅費 87,000 85,440 7,763

12 備消品費 10,000 0

19 印刷製本費 196,000 109,100 9,918

23 通信運搬費 157,770 145,200 13,192

25 委託料 398,000 397,430 36,130

26 賃借料 2,562,500 2,562,340 232,940

34 助成金 760,000 0

56,647,000 56,546,855 100,145 5,140,623

1 委託料 56,647,000 56,546,855 5,140,623

77,520,188 70,344,934 7,175,254 611,145

. 1 給料 14,303,188 14,303,188

2 手当等 8,796,000 7,586,558 21,947

3
賞与等引当金繰
入額

2,790,000 2,759,000

4 法定福利費 5,271,000 5,080,858

7 報酬 1,900,000 1,880,036

11 旅費 356,000 257,220 23,374

12 備消品費 51,000 35,162 3,192

19 印刷製本費 96,000 83,800 7,618

23 通信運搬費 21,000 0

25 委託料 10,423,364 4,950,088 450,008

26 賃借料 879,636 879,636 69,036

29 保険料 33,000 32,918

32 負担金 30,458,970 30,458,970 2,198

33 研修費 475,030 371,500 33,772

36
貸倒引当金繰入
額

1,666,000 1,666,000

(款）　　１　　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用
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. 支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

目

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

6 349,155,000 △ 22,000,000 327,155,000

7 1,417,900,000 1,417,900,000

8 8,740,000 8,740,000

395,591,000 5,000,000 32,065,000 432,656,000

1 314,551,000 △ 10,000,000 304,551,000

2 80,000,000 △ 20,000,000 60,000,000

3 1,040,000 5,000,000 62,065,000 68,105,000

3 特別損失 1,000,000 1,000,000

5 1,000,000 1,000,000

4 予備費 5,000,000 △ 5,000,000 0

1 予備費 5,000,000 △ 5,000,000 0

2,542,506,000 0 0 2,542,506,000費　用　合　計

その他
営業外
費用

過年度
損益修
正損

流域下
水道管
理費

支払利
息及び
企業債
取扱諸
費

消費税
及び地
方消費
税

2 営業外費用

減価償
却費

資産減
耗費
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節

327,155,000 326,196,339 958,661 29,654,206

1 負担金 327,155,000 326,196,339 29,654,206

1,417,900,000 1,413,430,513 4,469,487

1
有形固定資産減
価償却費

1,367,000,000 1,362,615,911

2
無形固定資産減
価償却費

50,900,000 50,814,602

8,740,000 7,326,889 1,413,111

1 固定資産除却費 8,740,000 7,326,889

432,656,000 429,173,051 3,482,949 9,240

304,551,000 302,189,884 2,361,116

1 企業債利息 302,551,000 302,189,775

3 一時借入金利息 2,000,000 109

60,000,000 58,879,900 1,120,100

１
消費税及び地方
消費税

60,000,000 58,879,900

68,105,000 68,103,267 1,733 9,240

1
その他営業外費
用

68,105,000 68,103,267 9,240

1,000,000 0 1,000,000

1,000,000 0 1,000,000

1
過年度損益修正
損

1,000,000 0

0 0 0

0 0 0

1 予備費 0 0

2,542,506,000 2,500,683,714 41,822,286 51,321,347

(款）　　１　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節

327,155,000 326,196,339 958,661 29,654,206

1 負担金 327,155,000 326,196,339 29,654,206

1,417,900,000 1,413,430,513 4,469,487

1
有形固定資産減
価償却費

1,367,000,000 1,362,615,911

2
無形固定資産減
価償却費

50,900,000 50,814,602

8,740,000 7,326,889 1,413,111

1 固定資産除却費 8,740,000 7,326,889

432,656,000 429,173,051 3,482,949 9,240

304,551,000 302,189,884 2,361,116

1 企業債利息 302,551,000 302,189,775

3 一時借入金利息 2,000,000 109

60,000,000 58,879,900 1,120,100

１
消費税及び地方
消費税

60,000,000 58,879,900

68,105,000 68,103,267 1,733 9,240

1
その他営業外費
用

68,105,000 68,103,267 9,240

1,000,000 0 1,000,000

1,000,000 0 1,000,000

1
過年度損益修正
損

1,000,000 0

0 0 0

0 0 0

1 予備費 0 0

2,542,506,000 2,500,683,714 41,822,286 51,321,347

(款）　　１　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用
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（2）資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 小　　　計 法26財源充当額
継続逓繰財
源充当額 合　　計

１ 資本的収入 2,350,398,000 2,350,398,000 373,290,000 2,723,688,000

１ 企業債 1,237,400,000 1,237,400,000 243,300,000 1,480,700,000

1 企業債 1,237,400,000 1,237,400,000 243,300,000 1,480,700,000

４ 補助金 625,500,000 625,500,000 129,990,000 755,490,000

1 国庫補助金 625,500,000 625,500,000 129,990,000 755,490,000

５ 負担金 146,755,000 146,755,000 146,755,000

1 負担金 146,755,000 146,755,000 146,755,000

６　他会計補助金 286,119,000 286,119,000 286,119,000

1
他会計補助
金

286,119,000 286,119,000 286,119,000

８　その他資本的収入 53,624,000 53,624,000 53,624,000

1
その他資本
的収入

53,624,000 53,624,000 53,624,000

９　貸付返還金 1,000,000 1,000,000 1,000,000

1 貸付返還金 1,000,000 1,000,000 1,000,000

2,350,398,000 2,350,398,000 373,290,000 2,723,688,000資本的収入合計

区　　　　分 予　　　　算　　　　額

目
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予 算 現 額 決　算　額

1,939,772,720 △ 783,915,280 13,447,380

992,600,000 △ 488,100,000

992,600,000 △ 488,100,000

1 企業債 1,480,700,000 992,600,000

460,435,000 △ 295,055,000

460,435,000 △ 295,055,000

1 国庫補助金 755,490,000 460,435,000

135,989,760 △ 10,765,240 12,232,544

135,989,760 △ 10,765,240 12,232,544

1 工事負担金 146,200,000 134,558,000 12,232,544

2 受益者負担金 555,000 1,431,760

286,119,000 0

286,119,000 0

1 他会計補助金 286,119,000 286,119,000

63,804,553 10,180,553 1,214,836

63,804,553 10,180,553 1,214,836

1
その他資本的
収入

53,624,000 63,804,553 1,214,836

824,407 △ 175,593

824,407 △ 175,593

1 貸付返還金 1,000,000 824,407

1,939,772,720 △ 783,915,280 13,447,380

(款）   1   資本的収入 （項）　　１　　企業債

単位（円）

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

節 うち、仮受消
費税及び地
方消費税費　　目

予 算 現 額 決　算　額

1,939,772,720 △ 783,915,280 13,447,380

992,600,000 △ 488,100,000

992,600,000 △ 488,100,000

1 企業債 1,480,700,000 992,600,000

460,435,000 △ 295,055,000

460,435,000 △ 295,055,000

1 国庫補助金 755,490,000 460,435,000

135,989,760 △ 10,765,240 12,232,544

135,989,760 △ 10,765,240 12,232,544

1 工事負担金 146,200,000 134,558,000 12,232,544

2 受益者負担金 555,000 1,431,760

286,119,000 0

286,119,000 0

1 他会計補助金 286,119,000 286,119,000

63,804,553 10,180,553 1,214,836

63,804,553 10,180,553 1,214,836

1
その他資本的
収入

53,624,000 63,804,553 1,214,836

824,407 △ 175,593

824,407 △ 175,593

1 貸付返還金 1,000,000 824,407

1,939,772,720 △ 783,915,280 13,447,380

(款）   1   資本的収入 （項）　　１　　企業債

単位（円）

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

節 うち、仮受消
費税及び地
方消費税費　　目
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支　　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額
継 続 費 逓
次 繰 越 額

流用増減額 小　　計 法２６による繰越額 合　　　計

　１　資本的支出 3,349,046,000 0 3,349,046,000 381,263,000 3,730,309,000

　1　建設改良費 1,531,926,000 0 1,531,926,000 381,263,000 1,913,189,000

1 管渠整備費 687,990,000 △ 172,150 687,817,850 174,663,000 862,480,850

2
ポンプ場整備
費

804,800,000 804,800,000 206,600,000 1,011,400,000

4
流域下水道
建設負担金

39,136,000 39,136,000 39,136,000

5
固定資産購
入費

0 172,150 172,150 172,150

目

区　　　分 予　　　　算　　　　額
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単位（円）

法２６による繰越額
継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

2,887,254,994 444,682,000 444,682,000 398,372,006 96,893,474

1,074,310,112 444,682,000 444,682,000 394,196,888 96,893,474

337,094,542 300,772,000 300,772,000 224,614,308 29,873,880

1 給料 3,699,346 3,532,520

2 手当等 2,752,000 2,466,855

3
賞与等引当
金繰入額 650,000 650,000

4
法定福利
費

1,415,654 1,415,654

9 報償費 27,000 18,000

11 旅費 20,000 17,360 1,571

12 備消品費 260,000 253,884 23,072

14 被服費 43,131 43,131 3,921

17 燃料費 35,000 31,875 2,898

19
印刷製本
費

98,649 98,649 8,968

20 修繕費 34,000 30,242 2,622

25 委託料 62,100,000 49,239,300 4,476,300

26 賃借料 1,028,000 921,092 70,248

27
路面復旧
費

30,632,800 30,632,800 2,784,800

29 保険料 350,070 243,880

30
工事請負
費

722,930,200 247,494,300 22,499,480

31 補償費 36,400,000 0

35 公課費 5,000 5,000

708,230,000 143,910,000 143,910,000 159,260,000 64,384,544

25 委託料 1,011,400,000 708,230,000 64,384,544

28,838,070 10,297,930 2,621,641

1 負担金 39,136,000 28,838,070 2,621,641

147,500 24,650 13,409

1
有形固定資
産購入費

172,150 147,500 13,409

(款）   1   資本的支出    （項）　　１　　建設改良費

節 うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額

不　用　額
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支　　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額
継続費逓
次繰越額

流用増減額 小　　計 法２６による繰越額 合　　　計目

区　　　分 予　　　　算　　　　額

　２　企業債償還金 1,812,120,000 1,812,120,000 1,812,120,000

1 1,812,120,000 1,812,120,000 1,812,120,000

　５　投資その他資産 1,000,000 1,000,000 1,000,000

1 1,000,000 1,000,000 1,000,000

　６　貸付金 3,000,000 3,000,000 3,000,000

1 貸付金 3,000,000 3,000,000 3,000,000

　７　予備費 1,000,000 1,000,000 1,000,000

1 予備費 1,000,000 1,000,000 1,000,000

3,349,046,000 0 3,349,046,000 381,263,000 3,730,309,000資本的支出合計

その他投資
その他資産

企業債償還
金
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単位（円）

法２６による繰越額
継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

節 うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額

不　用　額

1,812,119,710 290

1,812,119,710 290

1
企業債償還
金

1,812,120,000 1,812,119,710

636 999,364

636 999,364

1
その他投資
その他資産

1,000,000 636

824,536 2,175,464

824,536 2,175,464

1 貸付金 3,000,000 824,536

0 1,000,000

0 1,000,000

1 予備費 1,000,000 0

2,887,254,994 444,682,000 444,682,000 398,372,006 96,893,474

(款）   1   資本的支出    （項）　　２　　企業債償還金
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１　基金運用収益金

（収　　入） （支　　出）

２　年度末における基金の状況

現　　金

１　基金運用総括表

（収　　入） （支　　出）

運 営 利 子

円

円

償 還 元 金

泉大津市環境整備資金貸付基金運用状況に関する調書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

区 分

△ 50,440,717

―

金 額

延 納 利 息 延納利息

（収入支出差引残高）

支 出 合 計

繰 出 金

＋

―

（決算年度末現在高）

円

金 額

下水道事業会計繰出金

収 入 合 計

基金運用収益金

円円
（前年度繰越高）

令和４年度　泉大津市下水道事業基金運用状況に関する調書

区 分 金 額 区 分 金 額

＝

第１ 泉大津市下水道基金運用状況に関する調書

円円

収 入 合 計

―償 還 利 子

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

基 金 積 立 金

基 金 　―
円

区 分

円

第２

貸 付 金

　― 運営利子 ―

＝円

償還利子

支 出 合 計

　―

（収入支出差引残高） （前年度繰越高） （決算年度末現在高）
円＋
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２　運用状況

３　貸付金額及び償還月別内訳

決算年度末現在
未 償 還 額

円

決 算 年 度 中 決 算 年 度 中前 年 度 末 現 在
区 分

円 円

貸 付 金 額 償 還 金 額 未 償 還 額

円

貸 付 金

貸 付 内 訳
区　分

償 還 金 額
月　別

件 数 金 額

令和４年 ４月 ―
件

―
円 円

５月 ― ―

６月 ― ―

７月 ― ―

― ―

８月 ― ―

９月 ― ―

令和５年 １月 ― ―

１０月 ― ―

１１月

―

１２月 ― ―

合 計

２月 ― ―

３月 ―

−52− −53−



−PB−


